
基本目標１　配偶者等からの暴力を防止するための取組の推進

（１）人権教育・啓発活動の推進

（２）地域における活動

（３）加害者対策への取組

H30 H31

(1)
1

ＤＶ対策事業
（一般県民対象のDV問題について
の講演会、ＤＶ防止・被害者支援
リーフレット作成及び配布、職務
関係者対象の被害者支援研修等）

１．職務関係者に対する研修会・講座等
　①開催日：平成30年５月25日
　　場　所：沖縄女子短期大学講堂
　　参　加：170人

　②開催日：平成30年８月７日
　　場　所：沖縄県立総合教育センター
　　参　加：23人

２．DV広報啓発用ポスターの作成・配布
　　配布先：県内スーパー118店舗、リゾート施設
　　　　　　４店舗、コンビニ（ファミリーマー
　　　　　　ト326店舗、ローソン222店舗）

３.「女性に対する暴力をなくす運動」イベント
　　デートＤＶ防止啓発「ラジオ放送ＣＭ」制作
　　with那覇国際高等学校〝高校生のことば〟で
　　若者に届ける〝ステキな恋をするために〟
　　①デートＤＶ講座
　　　開催日：平成30年11月３日
　　　場　所：那覇国際高等学校視聴覚室
　　　参　加：20人
　　②ラジオ放送作成
　　　開催日：平成30年11月10日
　　　場　所：那覇国際高等学校セミナーハウス
　　　参　加：14人

30,327 24,680

女
性
力
・
平
和
推
進
課

(1)
2

「女性に対する暴力をなくす運動（11/12～25」に
あわせて、
○県のホームページ・ラジオ等の広報媒体を活用
○県庁１階ロビーでパネル展を実施
　平成30年11月19日～22日（４日間） - -

女
性
力
・
平
和
推
進
課

(1)
3

ＤＶ相談窓口一覧等を掲載した広報カードを作成
し、市町村や関係機関へ配布（18,000部）

382 385

青
少
年
・

子
ど
も
家
庭
課

(1)
4

女性に対する暴力防止のための啓
発活動の推進

○新聞、ラジオ、テレビ等マスコミの活用
○各交番・駐在所発行のミニ広報紙や地域活動に
　おける広報啓発活動
○県警ホームページの活用 - -

県
警

人
身
安
全
対
策
課

予算額（千円） 担
当
課

ＤＶ対策事業
（ＤＶの広報啓発）

関連事業及び取組内容 H30事業実績

重
点
事
項

「沖縄県配偶者等からの暴力防止及び被害者支援基本計画（改訂版）」
に関連する主な事業の実施状況（平成３０年度)

資料２
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H30 H31

(2)
1

県や市町村等からの要請に応じて
講演会等に職員派遣、配偶者暴力
防止法、暴力の防止等に関する
リーフレット作成

【講師派遣】
　
○　被害者支援活動員初級養成講座
　　平成30年６月９日　約25名

〇　沖縄県女性相談所内研修会
　　平成30年12月７日　約30名

29 52

県
警
　
人
身
安
全
対
策
課

(3)
1

ＤＶ対策事業
（ＤＶ加害予防のための講座等、
加害者更生相談窓口設置）

１．ＤＶ防止のためのワークショップ・講座等
　開催回数：14回
　参加：延べ833人

２．中高校生対象ＤＶ予防啓発講座
　実施校：９（中学校３、高校６）
　参加：2,298人
　
４．関係機関・団体の研修会等への講師派遣
　派遣回数：65回

５．加害者更生相談窓口の設置運営
　電話相談：毎週水曜日（午後２時～午後９時）
　面接相談：必要に応じて対応

６．ＤＶ防止対策事業報告会の開催
　開催日：平成30年９月14日
　場　所：沖縄県総合福祉センター
　参　加：関係機関

8,577 8,274

女
性
力
・
平
和
推
進
課

(3)
2

被害者の意思に沿った加害者の検
挙や指導・警告等 ○事件検挙 112件（平成30年中）

・保護命令違反検挙　３件
・他法令事件検挙　 109件
（内訳：殺人未遂１件、放火（未遂含）２件、
　　　　傷害52件、暴行47件、住居侵入５件、
　　　　暴処法１件、器物損壊１件）

- -

県
警
　
人
身
安
全
対
策
課

予算額（千円） 担
当
課

H30事業実績関連事業及び取組内容
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基本目標２　被害者の保護のための体制整備

（１）発見・通報

（２）相談体制・対応の充実

（３）一時保護体制・対応の充実

（４）一時保護退所後の施設における保護

（５）医学的・心理学的支援

（６）外国人、障害者、高齢者等多様な背景を持つ被害者、同伴家族への援助

H30 H31

(1)
1

沖縄県女性相談所（沖縄県配偶者
暴力相談支援センタ－）について
の広報のための「女性保護事業の
あらまし」を作成

「女性保護事業のあらまし」の作成・配布

100 100

(1)
2

医療関係者向けの資料の作成 （再掲）
「女性保護事業のあらまし」の作成・配布

- -

(2)
1

沖縄県女性相談所（沖縄県配偶者
暴力相談支援センタ－）における
精神科嘱託医師、嘱託法律専門
家、心理療法士、生活指導専門
員、児童指導員、女性相談員の配
置

　精神科嘱託医師、嘱託法律専門家、心理療法士、
生活指導専門員、児童指導員、女性相談員、調理員
を配置している。

41,932 44,415

(2)
2

性暴力被害者ワンストップ支援セ
ンターの設置運営

性暴力被害者ワンストップ支援センターの設置運営
　電話相談：月～金曜日（午前９時～午後17時）
　＃7001　又は　098-888-2060

21,370 86,469

女
性
力
・

平
和
推
進
課

(2)
3

被害者からの相談への対応、被害
者に対する防犯指導や申し出によ
る援助の措置

○平成30年中の配偶者暴力相談件数　923件
　被害者への防犯指導や相手方への指導警告、
事件検挙措置及び本部長等の援助を実施

【本部長の援助内容】
○110番緊急通報システムへの登録・住民票閲覧
  制限への対応
○緊急通報装置、防犯ブザー、宿泊補助

484 458

(2)
4

実務担当者等に対する研修会の開
催

○人身安全関連事案対策専科教養　５日間
○人身安全関連事案担当者会議
○人身安全関連事案対処訓練
○各種専門課程教養　８回
○各所属における教養の実施

- -

(3)
1

一時保護体制・対応の充実 ○一時保護委託施設の確保（13カ所）
○個室、保育室（プレイル－ム）学習室の有効利用
を図った。

1,332 1,611

(4)
1

一時保護所退所後の施設における
保護

婦人保護施設や母子生活支援施設への入所保護
を行った。 - -

(5)
1

被害者へのメンタルヘルスケア 心理面接や嘱託精神科医による相談を行った。
- -

(6)
1

外国人被害者への援助 外国人被害者への相談等に対応するため、女性相談
所等に外国語通訳料を予算措置

192 96

青
少
年
・
子
ど
も
家
庭
課
／
女
性
相
談
所

青
少
年
・
子
ど
も
家
庭
課
／
女
性
相
談
所

予算額（千円） 担
当
課

県
警
　
人
身
安
全
対
策
課

関連事業及び取組内容 H30事業実績

重
点
事
項
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基本目標３　被害者の自立を支援する環境整備

（１）住宅確保に関する支援の充実

（２）経済的支援の充実

（３）就業に向けた支援

（４）子育て支援

（５）児童の就学についての支援

（６）国民年金の加入手続き等における支援

（７）医療保険の加入手続き等における支援

（８）プライバシーの保護

（９）法的支援、司法手続きに関する支援

H30 H31

(1)
1

生活保護制度や民間の賃貸住宅に
関する情報の提供

生活保護制度や民間の賃貸住宅に関する情報の提供
を行った。 - -

(2)
1

生活保護制度の適用についての情
報提供、福祉事務所との連携及び
子ども扶養手当制度等についての
情報提供

生活保護制度の活用、子ども扶養手当制度等の情報
提供を行った。その他、子ども手当について、加害
者から被害者への受給者変更手続きの支援を行っ
た。

- -

(3)
1

ハロ－ワ－ク、各種訓練関係施設
等についての情報提供

一時保護所等退所者の就職時の身
元保証人を確保するための支援

自立に向けて就職情報誌等の提供、ハロ－ワ－ク及
び面接への同行支援を行った。

- -

(4)
1

住民票を異動していなくても受け
られるサ－ビスについての情報提
供

児童手当の受給者変更など必要な情報提供を行っ
た。 - -

(5)
1

医療保険の加入手続き等における
支援

医療保険の加入手続き等に係るＤＶ被害者証明書の
発行。 - -

(6)
1

保護命令申立てにあたっての支援 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関
する法律」に基づき、ＤＶ被害者が裁判所に対して
保護命令の申立てを行う際に、その申立費用等を支
援（25件）

228 183

(6)
2

法律相談の実施 嘱託法律専門家による相談（23回）

- -

(6)
3

保護命令が発令された場合、被害
者に対する保護対策の徹底

○保護命令発令時における相手方への指導・警告等
の実施
○110番緊急通報システムへの登録
○パトロールの強化
○その他本部長等の援助の実施

- -
県
警

人
身
安
全
対
策
課

H30事業実績
予算額（千円） 担

当
課

青
少
年
・
子
ど
も
家
庭
課
／
女
性
相
談
所

関連事業及び取組内容

重
点
事
項
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基本目標４　関連施策の推進体制の強化と民間団体との協働

（１）施策調整機能の強化

（２）職務関係者の資質向上

（３）民間団体との協働

（４）苦情の適切かつ迅速な処理

H30 H31

(1)
1

配偶者等からの暴力防止に関する
連絡会議の開催

沖縄県配偶者等からの暴力対策連絡会議の開催

　日時：平成30年８月22日
　場所：県庁11階第１・２会議室
　構成：22の関係機関・団体

153 49

女
性
力
・
平
和
推
進
課

(1)
2

婦人保護施設との連絡会（年３
回）

婦人保護施設職員と県関係職員で連絡会を年２回開
催し、一時保護後に婦人保護施設に入所したケース
の支援状況や今後の課題等を検討することで、関係
機関の連携強化を図った。

- -

(2)
1

職務関係者の資質向上（支援者向
けの研修会の実施）

県及び各市の女性相談員及び関係職員や婦人保護施
設職員を対象に、「ＤＶの啓発について等」等を
テーマとした研修を合計６回、１年を通して開催す
るとともに、国が年１回開催する研修事業に女性相
談員が参加することで、職務関係者の資質向上を
図った。

165 168

関連事業及び取組内容
予算額（千円） 担

当
課

H30事業実績

青
少
年
・
子
ど
も
家
庭
課

重
点
事
項
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